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戦略策定の背景・位置付け

官民が利便性の高い持続的なサービスを提供し、人口減少・少子高齢化の進行に伴う課題や今後の様々な社会経済情勢の変化に柔軟に対応していく

ためには、ICTやデータの利活用が欠かすことのできない要素となっています。このことを踏まえ、まちづくりにおけるICTやデータの利活用を積極的に

進めるための指針として「第２次札幌市ICT活用戦略」を策定します。

第２次札幌市ICT活用戦略は、第２次まちづくり戦略ビジョンに沿ったICT活用の個別計画であり、様々な分野の個別計画と一体となり推進する横断的

計画として位置付けます。
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２

戦略の構成と期間

※技術の進化や取り巻く情勢の移り変わりが早いことを踏まえ、

ICT活用施策は、令和９年度（2027年度）を目処に見直しを行います。

基本戦略

第２次まちづくり戦略ビジョンのまちづくりの重要

概念等を踏まえ、行政や企業等がICT・データ利

活用に取り組むための「基本戦略」を定めます。

R６（2024）年度～R１３（2031）年度

ICT活用施策

基本戦略の推進に向けて、札幌市が取り組む

「ICT活用施策」を定め、施策に関連する個々の

事業を取組として示します。

R６（2024）年度～R９（2027）年度
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基本戦略の体系（基本理念とＩＣＴ活用の５つの視点）

今後、高齢化の進行、生産年齢人口が大きく減少していく局面に入り、行政、産

業、地域の担い手不足が加速すると同時に、社会保障等の維持など、様々な課

題が深刻化していくことが想定されます。

この状況に対応するため、ICTの活用により、申請から処理までをデジタルで

完結するなど、行政、産業、地域のサービス等の担い手の生産性を向上し、生

み出した余力をサービス利用者に寄り添った対応や創造的な仕事などに振り向

けていくことが重要です。これによって、誰もが最適なサービスが受けられ、デ

ジタルの利便性を実感できるように、利用者視点に立った「ひと」を中心とした

デジタル変革を進めるとともに、様々な環境の変化を新たなチャンスと捉え、先

端技術の活用等によるイノベーションを創出することにより、市民の豊かな暮ら

しを実現し、持続可能な都市として魅力を高めていきます。

このように、札幌市では、生産年齢人口の減少局面においても、先端技術や

ICTを積極的に活用し、『誰もが最適なサービスが受けられ、デジタルの利便性

が実感できる「ひと」が中心のデジタル変革』を実現していくことを行政や企業

等が共有する理念として定めます。また、この理念を実現するため、行政や企業

等が踏まえる「ICT活用の５つの視点」を定め、地域社会全体のデジタル変革を

進めます。

デジタル変革の基本理念

誰もが最適なサービスが受けられ、デジタルの利便性が実感できる

「ひと」が中心のデジタル変革

行政・企業等のICT活用の５つの視点

クラウド第一原則の推進３

サービス利用者の利便性向上1

データ利活用の推進４オンライン化の推進２

デジタル人材の確保・育成5
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ICT活用の５つの視点

視点① サービス利用者の利便性向上視点① サービス利用者の利便性向上

行政の

視点

市民が最適な行政サービスを受けられるように、業務プロ

セスの見直しを前提としてICT活用に取り組みます。

業務プロセスの見直しについては、サービス設計12ヶ条

（P６参照）に基づき、既存の制度・手法等にとらわれること

なく見直しを進めます。

企業等

の視点

業務プロセスの見直しを前提としてICT活用を積極的に

推進し、サービス利用者の利便性向上と職員の生産性向

上に取り組みます。

視点② オンライン化の推進視点② オンライン化の推進

行政の

視点

行政サービスは、原則全ての手続等を対象としてオンライ

ン化を推進します。

オンライン化により生み出された人的リソースを行政サー

ビスの質の向上に振り向けるなど、「ひと」が中心となるデ

ジタル化を進めます。

企業等

の視点

アナログだけではなく、デジタルサービスの提供も併せて

検討し、環境の変化に対応できるようにするとともに、イン

ターネットを介してより良いサービスを広く提供します。
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ICT活用の５つの視点

視点③ クラウド第一原則（クラウド・バイ・デフォルト原則）の推進視点③ クラウド第一原則（クラウド・バイ・デフォルト原則）の推進

行政の

視点

デジタルサービスの提供や情報システムの構築について、

クラウドサービスの利用を第一候補として検討します。

クラウドサービスを利用する場合は、札幌市情報セキュリ

ティポリシー等に基づき、適切なセキュリティ対策が取られ

ているサービスを選定します。

企業等

の視点

クラウドサービスの活用を一層推進し、先端技術の活用に

も積極的に取り組みます。

視点④ データ利活用の推進視点④ データ利活用の推進

行政の

視点

行政のデジタルシフトを進めるとともに、デジタル分野の

専門性を有する地域企業等との連携により、行政データ

の利活用等を推進し、行政の効率化と市民サービスの利

便性向上に取り組みます。

ベースレジストリの整備やオープンデータの取組を推進す

るとともに、官民データの利活用を促進します。

データ利活用に向けた官民連携の体制や仕組みづくりの

検討を進めます。

企業等

の視点

行政の証明書等が必要なサービスをワンストップで完結

するなど、行政や他企業とのデータ連携を推進し、サービ

ス利用者の利便性向上を図ります。

データ利活用により新たな価値を創出し、市民の暮らしを

豊かにしていきます。

5
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ICT活用の５つの視点

視点⑤ デジタル人材の確保・育成視点⑤ デジタル人材の確保・育成

行政の

視点

デジタル変革を牽引できる職員の類型と目標を定め、地

域の企業、大学等との連携により、計画的にデジタル人材

の育成・確保に取り組みます。

情報システムの構築や管理・運用に関して専門的な知見を

持つ職員の育成・配置等に取り組みます。

企業等

の視点

デジタル人材の確保や職員等のリスキリングを進め、生産

性向上や柔軟な働き方の推進、新たな価値の創出を進め

ます。

高度なデジタルスキルを持つ海外人材など、多様な人材が

活躍できる場を作ります。

【視点②関係：行政手続オンライン化の3原則】 【視点③関係：クラウド利用のメリット】【視点①関係：サービス設計12ヶ条】
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ICT活用施策

第２次札幌市ICT活用戦略では、基本理念「誰

もが最適なサービスが受けられ、デジタルの利

便性が実感できる「ひと」が中心のデジタル変

革」の実現に向け、「行政」、「産業」、「地域」の３

つのDXの分野を設定し、各分野のデジタル変

革の推進に横断的に寄与する３つのリーディン

グプロジェクトを強力に推進します。

「行政」、「産業」においては、４つの施策、「地域」

においては、この４つの施策と密接に関連する２

つの施策を設定するとともに、各施策に関連す

る計９５の取組（※）を示します。

※ICT活用施策に関連する取組については、資料１を参照
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リーディングプロジェクト① 市民と行政の接点（フロントヤード）の変革

市民が「区役所等に行かない」ことを選択できるようにするため、コン

ビニ交付の利用者の増加を図るほか、マイナンバーカード及びマイナ

ポータルの活用により、市外転出の際に付随する手続を一括でオン

ラインにより完結できるサービスを実装します。

また、福祉や子育て分野、その他の行政手続等についても、利用件数

や頻度を分析し、効果の高いものからオンライン化を加速するととも

に、一人ひとりに合ったプッシュ型の行政情報の発信を強化します。

加えて、自治体情報システムの標準化に合わせてオンライン申請の利

便性を高める業務改革を進めるほか、行政手続等を規定する条例等

におけるアナログ規制の撤廃に向けた条例の制定も目指します。

市民が「区役所等に行く」ことを選択した場合においても、各窓口にお

いて「書かせない」、「待たせない」、「同じ説明を繰り返させない」よ

うに業務改革等を推進するとともに、住所変更に伴う複数の手続を

まとめて受付する新たな窓口のスタイルも実現します。

市民と行政の接点（フロントヤード）の変革イメージ
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リーディングプロジェクト② 官民データ連携の推進

デジタル分野の専門性を有する地域企業等と連携し、個人情

報の保護やプライバシーに十分配慮した上で、行政データの有

効活用を進め、事務の効率化や施策の高度化に係る検討を

進めるほか、交通・GX分野のデータ利活用の取組と併せ、官

民のデータ利活用の推進に向けたデータ連携基盤の仕様検討

や官民の役割分担を整理するなど、準公共分野における事業

者等とデータ連携基盤の構築・運営に向けた検討を進めます。

これらの取組により、札幌市がこれまで取り組んできたスマート

シティの取組を発展させ、市民生活に密接に関連する防災、健

康、教育、子ども、モビリティ分野などにおいて、官民データ

の有効活用や先端技術活用を進めることで、都市や地域の諸

課題の解決や新たな価値を創出し、人々の生活の質を向上し

ていきます。

準公共分野における事業者等との官民データ連携のイメージ
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リーディングプロジェクト③ デジタルワーク環境の整備

①、②のリーディングプロジェクトを支える基盤となるフルクラウド業務環

境の導入を始めとした業務改革と、インターネット上での業務システムの

運用、簡易な情報システムの内製化等による効率化やデジタルサービス

の提供を可能とする「NEWSネット（NEw Work Style ネットワー

ク）」の整備を進めます。併せて、深刻化・巧妙化するサイバー脅威に対

応するため、昨今のセキュリティリスクに合わせたセキュリティ対策の

強化を図ります。

この新たなデジタルワーク環境を活用し、モバイルワーク等の柔軟な働

き方を推進するほか、行政事務の効率化及び高度化に向け、生成ＡＩ

の活用に積極的に取り組みます。また、行政が保有する文書の電子化

（正本管理）を進めることにより、紙資料等の紛失防止や保管スペース

の削減に取り組むなど、行政の信頼性向上と効率化を図ります。

加えて、クラウドサービス等の積極的な活用やシステム内製化により、市

民や企業が日常的に使用するスマートフォンやインターネット経由で

様々なサービスが受けられるように、柔軟かつ迅速に質の高いデジタ

ルサービスを提供し、行政、産業、地域のデジタル変革を推進します。

デジタルワーク環境のイメージ
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戦略の進捗管理

第２次札幌市ICT活用戦略の進捗を管理する

ため、「行政」、「産業」、「地域」の３つの分野にお

いて、変革の進捗度を測る指標を設定し、各分

野に横断的に寄与する３つのリーディングプロ

ジェクトと６つの施策を推進することで目標を達

成します。

なお、施策に関連する個々の取組については、

「アクションプラン2023」や各分野の個別計画

において設定された指標により進捗を管理しま

す。
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戦略の推進体制

情報政策の意思決定とデジタルCoE （Center of Excellence ）本戦略に基づき効果的なICT活用を進めていくためには、

デジタル変革を確実に推進するためのガバナンス体制を

構築することにより、全体最適化を図ることが必要です。

本市における情報政策の意思決定については、全庁的な

推進体制である「DX推進本部会議」において、戦略的に

決定します。

また、特に重要な情報政策については、組織横断的な活

動を行う場としての「デジタルCoE」を効果的に活用し、関

係部局が連携しながら推進します。

加えて、「ICT活用の５つの視点」に基づいて本市の情報

政策の基準を見直し、行政・産業・地域のICT活用施策や

関連する取組を評価・推進していくことにより、行政の効

率化と市民の利便性の向上を実現します。


